










































厚生労働省は『第 5期障害福祉計画』及び『第 1期障害児福祉計画』において、2020 年度末までに
各市町村又は各圏域に少なくとも 1つ地域生活支援拠点を整備することを目標に設定した 5）。































村は 9.4％であった。いずれも「面的整備型」を導入している市町村が 6割を超えている現状にある 7）。




























いずれの障害種別においても 65 歳以上の割合は増加傾向にある（図 3）。
厚生労働省（2018）『平成 28 年生活のしづらさなどに関する調査（全国在宅障害児・者等実態調査）
結果』によれば、障害のある人（65 歳未満）のうち「親と暮らしている」と回答した人は 53.6％と最
も高かった（身体障害 70.9％、知的障害 62.5％、精神障害 63.8％）。障害のある人が 65 歳以上になると
「親と暮らしている」と回答した人は 2.6％（身体障害 2.7％、知的障害 10.2％、精神障害 11.0％）と大












































きる（西村 2007；傅力 2008；山根 2014；平野 2014；植戸 2015；川向 2015；佐々木・大河内・田髙ほ










生活への移行を促進することを目標に掲げている。具体的には 2016 年度末までに施設入所者の 9％以
上が地域生活に移行し、施設入所者数を 2％以上削減するという目標を設定した 11）。その後 2020 年に
は、『第 6期障害福祉計画』及び『第 2期障害児福祉計画』の策定に係る基本指針の改正が示され、2019





度末時点の施設入所者数を 2019 年度末時点から 1.6％以上削減することを目標に掲げている 12）。
また、精神障害のある人にも対応した地域包括ケアシステムの構築を行い、保健・医療・福祉関係
者による協議の場を設置し、精神病床の 1年以上入院患者数を 3.9 万人～ 2.8 万人減少させることを目
標に掲げている。そして、2023 年度における入院後 3か月時点の退院率を 69％以上、6か月時点の退
院率を 86％以上、1年時点の退院率を 92％以上とする成果目標を設定している 13）。
実際に地域移行はどの程度実現できているのだろうか。厚生労働省（2019）が実施した『障害者支
援施設のあり方に関する実態調査』によれば、全国の障害者支援施設 1,681 か所のうち、1年間（2017
年 12 月 1 日～ 2018 年 11 月 30 日）の地域移行者数が「0人」であった施設が 78.9% と最も多く、「1






























出典　 先行研究（西村 2007；傅力 2008；山根 2014；平野 2014；植戸 2015；川向 2015；佐々木・大河内・田髙ほ








2018 年度における京都市の障害者手帳交付件数をみてみると、身体障害者手帳は 75,232 件（人口の
5.1％）、療育手帳は 16,349 件（人口の 1.1％）、精神障害者保健福祉手帳は 17,740 件（人口の 1.2％）で
あり、自立支援医療費（精神通院）認定件数は 28,712 件であった。また、2018 年度における介護給付
費等の支給決定件数は 25,222 件（手帳交付者の 23.1％）であり、地域生活支援事業（移動支援、地域




そして、京都市情報館が情報公開している指定障害福祉サービス等事業所一覧（2020 年 7 月時点）
によれば 17）、京都市内には居宅介護、重度訪問介護、行動援護、同行援護を実施している事業所は約
400 か所程度あり、重度障害者等包括支援事業所は 1か所ある。
また、自立生活援助事業所は 3か所、就労定着支援事業所は 19 か所、療養介護事業所は 2か所、生
活介護事業所は 94 か所、基準該当生活介護・基準該当自立訓練（機能訓練）事業所は 23 か所、短期
入所事業所は 51 か所、共同生活援助事業所は 61 か所ある。
さらに、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援A型・B型事業所（多機能型生活介護含む）は 297
か所、施設入所支援事業所（障害者支援施設）は 19 か所、指定特定・指定一般相談支援事業所は 220
か所、移動支援事業所は 428 か所、日中一時支援（児童）は 27 か所、日中一時支援（成人）は 39 か




京都市は 2016 年度に障害者 24 時間相談体制構築モデル事業を開始した。2016 年から中部障害者地
域生活支援センター「なごやか」を地域生活支援拠点としてコーディネーターを配置し、電話相談を
実施した。センターは土日祝日や年末年始も開所している。センターは登録者の緊急対応プランを作
成しており、2016 年時点では 56 名が登録している 18）。
そして、2017 年度には夜間・早朝相談受付専門電話を開始し、個別相談と一般相談に再編した。そ

















対象とした 24 時間 365 日の電話・FAXによる相談受付を実施している 22）。
緊急時の受け入れ・対応は、指定短期入所事業所（48 か所 156 床）をはじめ指定居宅介護事業所

























2017 年時点において西宮市では全人口（485,563 人）の約 4.6％（22,563 人）に障害者手帳が交付さ
れており、身体障害者手帳所持者は 16,027 人（3.3％）、療育手帳所持者は 3,666 人（0.8％）、精神障害
者保健福祉手帳所持者は 2,870 人（0.6％）である。また、自立支援医療費（精神通院）の受給者は 5,796
人である。特に療育手帳と精神障害者保健福祉手帳所持者は年々増加している 27）。
西宮市はHP上に介護・障害福祉サービス事業者情報を掲載し、障害福祉サービス事業者について情
報公開している。2020 年 8 月時点で公開されている事業者数は、居宅介護が 132 か所、重度訪問介護
－ 21 －
地域生活支援拠点等の整備状況と今後の課題
が 122 か所、同行援護が 32 か所、行動援護が 7か所、療養介護が 1か所、生活介護が 36 か所、短期
入所が 19 か所、共同生活援助が 21 か所、障害者支援施設が 10 か所、自立訓練（生活訓練）が 6か所、
宿泊型自立訓練が 1か所、就労移行支援が 7か所、就労継続支援A型が 18 か所、就労継続支援 B型
が 40 か所である。また、特定相談支援が 33 か所、一般相談支援（地域移行支援）が 20 か所、一般相
談支援（地域定着支援）が 20 か所、就労定着支援が 2か所、自立生活援助が 2か所である。移動支援







































































































西宮市 ・ 障害当事者の親の会等から、24 時間相談を受けられる体制とショートスティなどの居
場所の確保への要望が出ている
























本稿は 2020 年度科学研究費助成事業基盤研究C（課題番号 20K02253 研究代表者　矢島雅子）の研
究成果の一部である。
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